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2023年3月期通期連結決算概要及び 2024年3月期通期連結業績予想
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1. 2023年3月期決算 ①連結決算のポイント

3

⚫売上高は16,450百万円（前期比+12.3%）、売上総利益は14,146百万円（同+13.6%）、営業利益は2,871百万

円（同+14.7%）となり、増収増益を達成

⚫コンサルティング事業全般において受注が好調に推移、加えて大型M&A案件が成約したことから増収増益

⚫投資事業は、予定していたファンド投資株式の売却が持ち越しとなったことから減収減益

2022年3月期
連結実績

2023年3月期
連結実績

増減額 増減率

売上高 14,645 16,450 +1,805 +12.3%

売上総利益 12,444 14,146 +1,702 +13.6%

営業利益 2,501 2,871 +369 +14.7%

経常利益 2,570 2,920 +349 +13.5%

親会社株主に帰属する

当期純利益 1,716 2,114 +398 +23.2%

単位：百万円
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754

1. 2023年3月期決算 ②営業利益の増減要因

4

⚫コンサルティング事業の売上総利益は、前期比＋1,699百万円と大幅に増加

⚫販管費は、人件費の増加や積極的な人材採用による人材募集費（174名採用、前期比+67名）の増加等により

前期比＋1,332百万円

2022/3期
営業利益
（前期）

2023/3期
営業利益

（今回決算）

投資事業
売上総利益
の増加

コンサル事業
売上総利益の増加

人件費の増加

旅費交通費
の増加 その他販管費

の増加

単位：百万円

+1,332販管費の変動

人材募集費
採用コスト
の増加 システム

費用の増加

2,501

△745

△107 △128

1,699

2,871

△68
△166

△118
4

福利厚生費
の増加

前期比

+369
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1. 2023年3月期決算 ③連結業績推移

5

⚫売上高16,450百万円、売上総利益14,146百万円と、売上高・売上総利益ともに過去最高の実績を達成

⚫2020年3月期と2021年3月期において、人材定着の観点から大幅な給与水準の引き上げを実施、人件費が増加

したことから営業利益は横ばいであったが、2022年3月期以降は成長軌道に

※人件費の増加額 20年3月期：前期比＋943百万円、21年3月期：同＋356百万円、

22年3月期：同＋193百万円、23年3月期：同＋745百万円

▍売上高 ▍営業利益▍売上総利益 単位：百万円

通期

下期

上期

452
916

244
528 754

1,855
1,292

2,007
1,973

2,117

2,308 2,208 2,252
2,501

2,871

2019/3期2020/3期2021/3期2022/3期2023/3期
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1. 2023年3月期決算 ④四半期ごとの連結売上高推移

6

⚫当社は下期偏重型の売上構成となっている

⚫特に近年は、大型M&A案件の成約時期やファンド案件のイグジット時期により、四半期ごとの売上高のばら

つきが大きくなる傾向にある

▍四半期売上高推移

※2019/3期～2022/3期までのコンサルティング事業売上高及び投資事業売上高は、新セグメントに組み替えて算出

大型投資ファンド案件の
イグジット

■投資事業売上高

■コンサルティング事業売上高

投資不動産の売却

大型M&A案件の成約
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1. 2023年3月期決算 ⑤連結損益計算書概要

2022年3月期
連結実績

2023年3月期
連結実績

増減額 増減率

2023年3月期
連結業績予想

2022年5月9日
公表

達成率

売上高 14,645 16,450 +1,805 +12.3% 16,680 98.6%

売上原価 2,201 2,304 +103 +4.6% - -

売上総利益 12,444 14,146 +1,702 +13.6% 13,360 105.8%

販管費 9,942 11,274 +1,332 +13.3% - -

営業利益 2,501 2,871 +369 +14.7% 2,700 106.3%

経常利益 2,570 2,920 +349 +13.5% 2,660 109.7%

税引前当期純利益 2,570 2,920 +349 +13.5% - -

親会社株主に帰属する

当期純利益 1,716 2,114 +398 +23.2% 1,770 119.4%

単位：百万円
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1. 2023年3月期決算 ⑥連結貸借対照表概要

2022年3月期末 2023年3月期末 増減額

資
産
の
部

流動資産 16,320 17,291 +970

固定資産 2,098 2,909 +810

有形固定資産 472 486 +14

無形固定資産 118 86 △31

投資その他資産 1,508 2,337 +828

資産合計 18,419 20,200 +1,781

負
債
の
部

流動負債 4,500 5,085 +585

固定負債 84 102 +17

負債合計 4,584 5,188 +604

純
資
産
の
部

資本金 1,599 1,599 -

資本剰余金及び利益剰余金 12,442 13,563 +1,121

自己株式 △510 △502 +8

株主資本合計 13,531 14,660 +1,129

その他の包括利益累計額 100 170 +70

新株予約権 34 23 △10

非支配株主持分 168 157 △10

純資産合計 13,834 15,012 +1,178

負債純資産合計 18,419 20,200 +1,781

単位：百万円
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2022年3月期
連結実績

2023年3月期
連結実績

現金及び現金同等物の期首残高 10,195 9,662

営業CF 217 199

税金等調整前四半期純利益 2,570 2,920

営業投資有価証券等の増減額 △ 1,769 △ 2,201

法人税等の支払額 △ 381 △ 1,127

その他営業CF増減 △ 203 607

投資CF △ 86 △ 265

有形固定資産の取得による支出 △ 110 △ 169

投資有価証券の取得による支出 △ 28 △ 700

長期貸付による支出 - △ 66

その他投資CF増減 52 670

財務CF ＊ △ 663 △ 446

短期借入金の増減額 - 501

配当金の支払額 △ 760 △ 970

その他財務CF増減 97 23

総合CF △ 532 △ 511

現金及び現金同等物の期末残高 9,662 9,151

9

1. 2023年3月期決算 ⑦連結キャッシュフロー概要

単位：百万円

 当該年度の投資事業の投資・売却の
動向により、営業CFの金額は大きく
変動する

 営業投資有価証券等は、主として未
上場株式投資事業での株式投資と、
不動産投資事業による不動産投資に
よるもの

＊財務CFには、現金及び現金同等物に係る換算差額を含む

 非連結子会社への貸付
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2024年3月期
通期

連結業績予想

2023年3月期
通期

連結実績
増減額 増減率

売上高 21,800 16,450 +5,349 +32.5%

コンサルティング事業 16,810 16,059 +750 +4.6%

投資事業 4,990 407 +4,582 +1125.3%

売上総利益 15,520 14,146 +1,373 +9.7%

営業利益 3,500 2,871 +628 +21.8%

コンサルティング事業 2,750 2,812 △62 △2.2%

投資事業 750 59 +690 +1270.2%

経常利益 3,500 2,920 +579 +19.8%

親会社株主に帰属する

当期純利益 2,550 2,114 +435 +20.6%

10

2. 2024年3月期 通期連結業績予想

単位：百万円

＊セグメント間の内部売上高16百万円を含む

＊
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11

3. 株主還元

配当性向 連結配当性向 50％を目途

■期末配当金

■中間配当金

株主に対する利益還元＝経営の重要課題のひとつとして認識し、「高水準かつ安定的な配当」を継続

株主資本配当率

（DOE）
安定配当としてDOE 5％を目途

予想

配当政策の基本方針

予想

配当性向 70.8% 50.4% 50.9% 50.4% 50.0%

DOE 7.5% 5.7% 6.4% 7.1% 8.1%

（円）

予想

確定
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セグメント別
2023年3月期通期決算概要及び 2024年3月期通期業績予想

12
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1. コンサルティング事業 －通期実績及び業績予想－

13

⚫売上高は、前期比＋14.7％の16,059百万円、営業利益は、前期比＋19.7％の2,812百万円

前期比増収増益

⚫持続的成長、IT戦略＆デジタルなど経営コンサルティング分野において、多様なコンサルティングニーズが

顕在化し、引き合い・受注ともに順調

⚫M&Aアドバイザリー、事業承継コンサルティングも、案件の引き合い件数・契約件数ともに堅調に推移

※2020/3期～2022/3期までのコンサルティング事業売上高は、新セグメントに組み替えて算出

▍売上高 ▍営業利益▍売上総利益

業績予想

16,810 業績予想

14,600

業績予想

2,750

通期

下期

上期

単位：百万円
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経営コンサル

4,265

事業再生

コンサル

2,242

M&A

アドバイザリー

5,156

事業承継

1,592

不動産

コンサル

714

売上総利益

13,970百万円

経営コンサル・事業承継コンサルと連携、
成長戦略の一環としてのM&A戦略

M&Aアドバイザリー事業

1. コンサルティング事業 －売上総利益の事業分野別内訳－

14

⚫各専門分野のコンサルタントが連携し、企業の様々な経営課題解決に向けてワンストップ&シームレスにサ

ポート

▍2023/3期事業分野別内訳

顧客の不動産に関する課題解決

不動産コンサルティング事業

持続的成長、IT戦略&デジタル、
組織戦略、コーポレートガバナンス

経営コンサルティング事業

企業の本業（PL）改善、財務安定化
への対応

事業再生コンサルティング事業

オーナー企業経営者の課題解決

事業承継コンサルティング事業
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1. コンサルティング事業 －M&Aアドバイザリー事業実績①－

15

⚫コンサルティング機能を発揮し、クライアントニーズに即した高付加価値型M&Aを目指す

⚫PEファンドによる国内アパレルの大型M&A案件に関与、中堅・中小企業だけでなく大手企業や上場企業から

の引き合い増加

⚫M&A関連売上総利益は、5,156百万円（129件）に 前期：3,961百万円（102件）

▍年次別M&A実績（金額：売上総利益）

（百万円）

▍チャネル別金額構成比（2023年3月期累計）

■通期金額

■上期金額

※売上原価は主として共同FA実施者等への支払額

（件数）
通期成約件数

上期成約件数

※左図の件数とチャネル別金額構成比は、成約したM&A案件のみで算出

コンサルティング

クライアント

30%

直接受注

34%

銀行紹介

18%

証券紹介

9%

弁護士・

会計事務所

7%

その他

2%
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1. コンサルティング事業 －M&Aアドバイザリー事業実績②－

16

⚫当社はM&Aアドバイザリーファームとして、多数の上場会社案件実績を有している

⚫リフィニティブ・ジャパン発行の「M&Aリーグテーブル ：日本企業関連ランクバリューベース（完了案

件）」において、第13位を獲得（前年は第31位）

出典：リフィニティブ・ジャパン株式会社「日本M&Aレビュー2022年-フィナンシャル・アドバイザー」
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1. コンサルティング事業 －プロジェクト数・顧客数、顧客売上規模－

17

⚫コンサルティングニーズが顕在化し、案件相談・受注が順調に推移、引合件数・契約件数は増加基調

⚫中堅・中小企業から大企業まで幅広い顧客層に対応

▍プロジェクト数・顧客数 ▍プロジェクト毎の顧客売上規模割合

※プロジェクト数は、各期3月末までに売上計上された件数
※顧客数は、プロジェクト数より法人単位で名寄せした件数
※以下の部門プロジェクト数・顧客数は除く
海外事業本部海外拠点主管案件、不動産事業、教育研修事業の一部

（件数） 顧客数

■プロジェクト数

30% 30%

32% 29%

11%
10%

15%
16%

12% 15%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2022年3月期 2023年3月期

10億円以下

10億円超～50億円

50億円超～100億円

100億円超～500億円

500億円超
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2. 投資事業 －通期実績及び業績予想－

18

⚫投資事業は投資不動産の売却や投資先からの受取配当金があったものの、予定していたファンド投資株式の

売却が持ち越しとなったことから減収減益

⚫投資残高は、営業投資有価証券残高：6,167百万円 投資不動産残高：87百万円（2023年3月末時点）

※2020/3期～2022/3期までの投資事業売上高は、新セグメントに組み替えて算出

▍売上高 ▍営業利益▍売上総利益

業績予想

4,990

通期

下期

上期

業績予想

920

単位：百万円

業績予想

750
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21 

39 40 

64 62 62 

100 

-

20

40

60

80

100

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期

1Q

2023/3期

2Q

2023/3期

3Q

2023/3期

4Q

2. 投資事業 －投資事業全体の概要と今後の方針－

19

⚫2023年4月、当社100％子会社である「キャピタルソリューション株式会社」と「株式会社プラトン・コンサ

ルティング」が合併、商号を「山田インベストメント株式会社」に変更

⚫「未上場株式投資事業」と「不動産投資事業」を、同社で一体的に行う

⚫投資事業全体で当面は平均投資残高100億円を目途とし、今後財務健全性を確保しながら残高を増やしていく

自己資金

50億円

借入金

50億円

投資残高
目途

100億円

■不動産投資事業

■未上場株式投資事業
（億円）

2023/3期
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2. 投資事業 －未上場株式投資事業の概要と実績①－

20

⚫経営者の高齢化に伴い、事業承継ニーズは増加

⚫資本構成の再構築や株式の資金化等、資金面の手当てが有用な場合において、各種コンサルティングととも

に、資本政策上の課題解決と企業の持続的発展サポートを行う

事業概要

資本構成課題を抱える企業に対する包括的課題解決支援のための投資

（各種コンサルティング×資金的ソリューション）

想定顧客

コンセプト

資本構成再構築ニーズ、株式資金化ニーズへの投資

ターゲット

国内優良未上場企業への投資

（＝財務健全性が高く、投資安全性のある企業）

投資方針

資本構成が複雑
（株式が分散）

当社顧客
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376 

3,921 

2,194 

3,965 

6,167 

-

2,000

4,000

6,000

8,000

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期

21

2. 投資事業 －未上場株式投資事業の概要と実績②－

▍投資残高

（百万円）

▍投資実績 2023年3月末時点

累計投資実績額＊

98 億円

投資残高

61 億円

累計IRR ＊

15.8 %（想定IRR 8%以上）

＊投資事業開始（2011年）以降の累積投資実績
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2. 投資事業 －不動産投資事業の概要－

22

⚫底地や共有持分となっている物件など、次世代に承継する際に敬遠されがちな不動産に着目して投資をする

⚫顧客と借地人との信頼関係が維持可能な、信頼できる会社へ売却したいという顧客ニーズに応えることで、

顧客・当社ともにメリットのある投資であることを目的とする

当社顧客・提携会計事務所顧客

想定顧客

次世代へ承継
しづらい

事業概要

次世代から敬遠される不動産

コンセプト

➢ 底地、共有持分（原則収益物件）、古アパート、築古自宅など、

相続で残して欲しくないと思われる不動産

➢ 購入資金借入や、融資審査通過のハードルが高い不動産

➢ 再生局面での売却など、資金化を急ぐケース＊

➢ 守秘を徹底した上での売却を希望するケース

具体的な投資対象不動産とケース

＊短期間決済や、契約不適合（瑕疵担保）責任免責などの対応が可能
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中期経営計画

23
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1. 当社の重要戦略

⚫当社の重要戦略は、顧客と伴走し、ライフステージに合わせたあらゆる経営課題に対応することで、顧客生

涯価値（LifeTime Value）を最大化すること

事業再生支援 組織改革支援 海外展開支援 M&A支援 事業承継支援

お客様の状況やステージの変化

投資事業

M&A
コンサルティング

事業承継
コンサルティング

事業再生
コンサルティング

IT戦略&デジタル
コンサルティング

海外ビジネス
コンサルティング

組織人事
コンサルティング

持続的成長
コンサルティング

不動産
コンサルティング

教育研修コーポレート・
ガバナンス

コンサルティング

投資運用サービス

24
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2. 中期経営計画における基本方針

 顧客のあらゆる経営課題に対応

し、付加価値を高めるため、事

業間連携をより一層強化

 事業間連携のための各事業にお

ける取組みの共有や案件ベース

での議論の活性化

 主に東京本社で行っている高付

加価値役務を複数拠点で協働す

ることによる、コンサルティン

グサービスの均質化

 社内ナレッジマネジメントシス

テムの更なる活用促進

 海外コンサルティング（マー
ケットリサーチを活かした成長
戦略・資本戦略役務の拡大）

 未上場株式投資事業（持続可能
な株主構成等の課題解決支援）

 不動産投資事業（円滑な資産承
継に寄与）

 DX推進事業室の創設による社内
ナレッジの集約・発展

事業間連携による付加価値向上 サービスの均質化 新規・成長分野への注力

 労働力人口の減少が引き続き見込まれる中、従前のように人員の量的拡大の

継続は困難であるため、より一層「持続可能な働き方」ができる職場づくり

を追求し、優秀な人材の確保・女性やシニアの活躍を推進

 各人のライフステージに応じて、「家庭」「仕事」「自身の成長」のバラン

スをとって働き続けられる「安心して働ける職場」の実現

 常に高いレベルの業務・新たな業務に挑戦し、長期的に探究・成長できる

フィールドを構築する「チャレンジし続けられる職場」の実現

持続的成長システムの強化

25
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13,400 13,576

15,315
14,645

16,450

21,800

19,800

22,700

11,190
11,879 11,859

12,444

14,146
15,520

16,100

17,800

2,308 2,208 2,252 2,501 2,871
3,500 3,250

4,200

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2019/3期

実績

2020/3期

実績

2021/3期

実績

2022/3期

実績

2023/3期

実績

2024/3期

計画

2025/3期

計画

2026/3期

計画

売上高 売上総利益 営業利益

3. 中期経営目標

26

⚫経営目標は、2026年3月期に売上高227億円、売上総利益178億円、営業利益42億円

⚫コンサルティング事業が安定的に成長していく一方で、ボラティリティの高い投資事業でのイグジット件数

が増減するため、 2025年3月期は売上高・営業利益が減少する計画

（単位：百万円）

投資事業の
売上高増加

中期経営目標
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176 800

2023/3期

実績

2026/3期

計画

1,592
1,900

2023/3期

実績

2026/3期

計画

5,156

6,860

2023/3期

実績

2026/3期

計画

6,507
7,530

2023/3期

実績

2026/3期

計画

◼ 専門性の高い事業承継コンサル
ティングの提供による差別化

◼ ナレッジ共有の強化による拠点
間の品質均一化

◼ 事業承継コンサルティングの安
定成長に加え、優良顧客の事業
を深く理解し、他事業（特に承
継型M&A）との連携推進

更なる専門性向上による差別化

◼ 多様なコンサルティングサービ
スとの連携とアライアンス強化
による投資案件の発掘

◼ 山田インベストメント㈱による
投資事業（未上場株式投資事
業・不動産投資事業）の一元化
と体制整備

投資案件の発掘と体制整備

◼ 潜在ニーズ顧客への継続的な
フォローによる良質案件の構成
比増加、安定的なM&A案件創
出の基盤構築

◼ 事業間連携による業界・専門知
識習得、付加価値向上

◼ 案件の顕在化を待たず能動的な
M&A案件創出を全拠点で実施

潜在ニーズ顧客への
継続的なフォロー

4. 主要事業の売上総利益計画及び基本方針

経営コンサルティング事業（事業再生含む）

事業承継コンサルティング事業

M&Aアドバイザリー事業

投資事業

◼ コンサルティングサービスの
拡充と強化

①上場企業向けコンサル
②組織戦略×人材戦略コンサル
③DXコンサル
◼ 幅広いソリューション提供に
よる顧客との長期的な関係構築

◼ 案件協働、ナレッジ共有の強化
による拠点および案件における
品質の均一化

（単位：百万円）

CAGR

10.0%

CAGR

65.8%

CAGR

5.0%

CAGR

6.1%

量的拡充から質的拡充への転換

27
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2026/3期

20%

2026/3期

100人

5. DXコンサルティングの推進

28

⚫2024年3月期よりDX推進事業室を立ち上げ、これまでコンサルタントが個々に行ってきたDXコンサルティン

グのナレッジを集約・発展し、組織として均質なサービスを提供できる体制を構築

⚫2026年3月期には経営コンサルティング事業の売上構成の20％をDX関連役務に転換

注釈追加、

DX推進事業室の立ち上げ DXコンサルティングの提供役務イメージ

DX推進事業室

DXコンサルティングのナレッジを集約・発展し、
均質なサービスを提供できる体制作り

経営戦略・業務の
DX化

当社のDXコンサルティングとは

経営コンサルティング事業における提供役務のDX化

当社提供ツールの
DX化

⚫ DX戦略・DX構想を含めた
中期事業計画策定

⚫ デジタルツール導入による
業務改善提案

⚫ 経営ダッシュボード、BI

ツールを活用した経営管理
体制構築

⚫ デジタルツールを活用した
人事制度構築

DX関連売上割合＊ PM人員数

＊経営コンサルティング事業売上におけるDX関連売上の割合

5%

2023/3期

30人
2023/3期
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6. 海外コンサルティングの変遷

⚫2016年のSpire子会社化より海外コンサルティングをスタートし、2023年3月期で10拠点体制まで拡大

⚫質の高いマーケットリサーチを活かして、日系企業だけでなく各国企業に対する成長戦略策定支援・M&Aコン

サルティングを強化（パートナーシップの拡大含む）し、拠点を置く各国企業に貢献する組織を目指す

成長に向けた
基本戦略

ノウハウを生かした

マーケットリサーチ

各国企業に対する

成長戦略策定・
FA業務の提供

拠点を置く各国・地域、
各国の企業に対し

貢献する組織へ

※海外コンサルティングの売上総利益は役務内容に応じて各事業に計上されており、上記は各事業における海外事業本部の売上総利益を集計している

29
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持続的成長に向けた取り組み

30
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～1年

15% (118人)

1年～3年

16% (120人)

3年～5年

21% (160人)

5年～10年

30% (236人)

10年～15年

8% (62人)

15年～20年

7% (56人)

20年以上

3% (23人)

平均勤続年数

6.3年

1. 人材戦略基本方針－「個と組織の持続的成長」の実現のために

31

⚫当社の持続的成長のためには優秀な人材の確保が不可欠であり、長期的なキャリア形成を支援

⚫多様なメンバーが「持続可能な働き方」ができる職場づくりを目指し、社員と会社が一体となって継続的に

改革推進

安心して
働ける職場

チャレンジ
し続けられ
る職場

（働きがい）

▍平均勤続年数

勤続年数10年以上

18%（141人,前期比+12人）

自己投資

挑戦

探求

家庭 仕事

成長

長期的なキャリア形成

※ 2023年3月末時点、当社単体ベース、正社員のみ
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年２回、組織状態を

定量的に把握する

組織行動心理調査

1. 人材戦略基本方針－「安心して働ける職場」実現

32

⚫「個と組織の持続的成長」の実現のため、各人のライフステージに応じて、「家庭」・「仕事」・「自身の

成長」のバランスをとって働き続けられる環境を整備

安心して働ける職場
さらなる成長

と
持続的な発展

子育て世代に加えて、今後本人

傷病や家族介護と仕事の両立支

援、また業務特性に応じた諸制

度の見直し・拡充を図る

家庭生活とのバランスがとりや

すいように、業務特性に応じて

在宅勤務とオフィス勤務を組み

合わせた最適な働き方を推進

時間単位の有給休暇制度やフレキシブル

ワーク・時短勤務等、各種支援制度を導入

※参考：2017年以降の育休復帰率100%

（2023年3月末時点）

役員が全社員と直接コミュニケー

ションをとる意見交換会

上長1on1面談や人事部面談（入社3

年未満）を実施

週1回、全社員の心

身の状態を確認する

パルスサーベイ

生産性向上により労働時間

を削減することで、男性の

育児参加を含めたライフス

タイルや働き方の意識改革

を推進
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1. 人材戦略基本方針－「チャレンジし続けられる職場（働きがい）」実現

33

⚫当社社員が当社の文化や価値観に共鳴・共感し、常に高いレベルの業務・新たな業務に挑戦し、長期的に探

究・成長できるフィールドを構築

チャレンジし続けられる職場

管理職向け

『バージョンアッププログラム』

➢ 業務時間のうち年間100時間を自己

の能力開発のための時間に充てる

取組み

➢ 一人のコンサルタントとして、生

涯にわたり活躍し続けられるよう

自己投資を支援

職種に応じたリーダー像

➢ 女性を中心とした

専門コンサル職＊に

新たなリーダー像を定義

＊データ分析やリサーチ業務等に特化した専門職

基礎スキル研修・

コンテンツの充実

➢ 新卒・中途コンサル

タント向け簿記研修

など、入社後のサ

ポート研修プログラ

ムを拡充

幅広い分野にわたる研修受講の推進

➢ 総合力・専門力・人間力の向上を目指す

➢ ビジネス分野から一般教養まで幅広い研修テーマを

設定

➢ 各専門分野の優れた講師による研修を推進

（例）

・コーポレートファイナンス、M&A売却プロセス

・起業家・大学教授等による研修

多様な年代・経験を有する人材の活躍

➢ 事業会社や金融機関出身のシニア

層が現場の中心で活躍、若手の育

成にも注力

さらなる成長
と

持続的な発展
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358名

110名

458名

317名

137名
6名

233名

27名

2. 女性社員の活躍

34

⚫ライフステージに応じた働き方を実現し、それぞれのビジネス人生において自己実現ができる環境を構築

⚫専門コンサル職の採用・育成強化を図り、総合コンサルタントのパートナーとしてさらなる成長を加速

➢ 現在160名＊の女性が専門コンサル職として活躍

さらなる成長を加速
➢ 「専門性」と「顧客・社会の役に立ちたいというモチ

ベーション」の向上を志向する組織に
➢ 新卒採用の強化
➢ スキルマップを作成し、個々のスキルに応じた育成計

画を実施
➢ 2024年3月期は、専門コンサル職マネージャーを6名輩

出予定

➢ コンサルティング業務のうち、データ分析やリサーチ

業務を中心に行う専門コンサル職を設置

➢ より高いフィールドを目指して仕事ができるようにす

るべく、昨年11月、職種・役割に応じた新たなリー

ダー像を定義し、専門コンサル職マネージャー8名を

輩出

これまで

今後の取組み

＊ 2023年3月末時点（アルバイト・派遣社員は除く）

女性管理職比率

▍男女別従業員数の推移 ▍専門コンサルタント職の採用・育成に向けた取組み

3年後目標

20％

10.4%

2023年3月末

＊当社単体ベース、正社員のみ

女性従業員比率 23.5％

女性管理職比率 4.2％

男性 女性

2016年6月末
男性 女性

2023年3月末

女性従業員比率 40.9％

女性管理職比率 10.4％

■全従業員数

■うち管理職
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3. 「シニア社員」の活躍

35

⚫シニア層の採用及び活躍の場の提供を積極的に推進、多様な経験を有する人材が現場の中心で活躍

▍「シニア社員」の年齢層

若手の育成・メンタルヘルスケアも

▍「シニア社員」のスキルと役割

金融機関や事業会社における長年の業務経験と、そこで得た
高度な専門知識やスキルを活かして当社にキャリアチェンジ
し、それぞれ明確な役割を担っているメンバー

全35名
事業会社出身：12名

金融機関出身：23名

▍「シニア社員」の定義

※ 2023年3月末時点

➢ 各業界の幅広い知見や営業・折衝力

➢ 当社の主要な案件紹介元である金融機関との重層

的な関係を構築・維持

➢ 当社顧客企業の課題発掘に向けて、長期的なリ

レーションを構築し、案件の掘り起こしに注力

金融機関出身（コンサル職）

➢ 金融機関における高度な企画・管理業務経験

➢ 「守りの要」として、当社のガバナンス・リスク

管理・コンプラ体制の構築・向上に寄与

金融機関出身（コーポレート職）

➢ メーカーなど事業会社における経営経験、深い業

界知見と技術知見

➢ 当社顧客企業の課題解決に向けて、コンサルタン

トメンバーとともにコンサル役務を提供

事業会社出身（コンサル職）

55歳未満

3名

55～60歳

8名

60～65歳

16名

65～70歳

7名

70歳以上

1名
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21 21 15 

46 

86 

159 
67 

107 

174 

60 

95 

126 

-

50

100

150

200

入社 退職 入社 退職 入社 退職

2021/3期 2022/3期 2023/3期

530 545 557 565 577

104 112 108 106
178

800 828 838 863
911

-

200

400

600

800

1,000

2019/3期 2020/3期 2021/3期 2022/3期 2023/3期

※1  全社連結ベース
※2 2022年4月職種定義見直しに伴い職種区分を変更

・総合コンサル職→専門コンサル職：6名
・コーポレート職→専門コンサル職：48名

4. 人員構成、入退社数の推移

36

⚫性別、国籍、新卒・中途採用等に関わらず、多様な個性や経験を有する人材が中核人材として活躍

⚫社員が「安心して働ける職場」「チャレンジし続けられる職場（働きがい）」で長期的に自己実現できるよ

う、今後も幅広く施策を推進

▍従業員数

（名）

▍入社数・退職数

（名）
■専門コンサル職

■総合コンサル職
全社 ■中途入社

■新卒入社 ■退職

※2

※ 全社連結ベース
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1. 当社の概要

商号 山田コンサルティンググループ株式会社

英語名 YAMADA Consulting Group Co., Ltd.

設立 1989年7月10日

代表者 代表取締役社長 増田慶作

本店 〒100-0005

東京都千代田区丸の内1丁目8番1号丸の内トラストタワーN館

URL https://www.yamada-cg.co.jp/

会社概要

資本金 15億9,953万円

上場取引所 東京証券取引所プライム市場

証券コード 4792

決算期 3月31日

連結事業内容 コンサルティング事業
投資事業

グループ
総人員数

1,004名（臨時従業員含む。2023年4月現在）

総合力

業種・機能を問わず

会社経営全体に対し

高いレベルの

コンサルティング

プライム市場

上場コンサル

プライム市場に上場している

独立系国内最大級の

コンサルティング会社

現場を動かす

実行支援

提案書作成に留まらず

実現までしっかりサポート

豊富な事例と経験

年間3,000件超の

実績により課題解決の

事例が豊富

当社の強み

当社は、700名超のコンサルタントを擁する国内最大級の独立系コンサルティングファーム

多様なテーマに係るコンサルティングを中核事業とし、年間3,000件を超えるプロジェクトを支援
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経営
企画室

執行役員
会議

内部
監査室

グループリスク管理・
コンプライアンス委員会

代表取締役社長

管理本部

• 資産運用
アドバイザリー事業部

• M&A事業部

• シンガポール支店

• 山田商務諮詢（上海）有
限公司

• YAMADA Consulting & 
Spire (Thailand) Co., Ltd.

• YC Capital Co., Ltd.

• YAMADA Consulting & 
Spire Vietnam Co., Ltd.

• YAMADA Consulting 
Group USA Inc.

• 営業部

• 資産管理部

• Spire Research and
Consulting Pte Ltd.

• 業務推進部

取締役会 監査等委員会

• PT Spire Indonesia

指名・報酬諮問委員会

• ヘルスケア
コンサルティング事業部

• 事業承継事業部

• ストラクチャー
アドバイザリー事業部

岡山事業所

• 大阪支店

• 京都支店

• 広島支店

• 神戸支店

情報セキュリティ管理委員会

品質向上委員会

ファンド
事業本部

経営コンサルティング
事業本部

海外事業本部資本戦略事業本部
コーポレート
アドバイザリー

事業本部

不動産
コンサルティング

事業本部
データ&リサーチ部

事業統括本部室

浜松事業所

名古屋支店

熊本事業所

九州支店

郡山事業所

東北支店

事業統括本部

• 総合コンサルティング事業部

• 事業再生コンサルティング事業部

• FAS事業部

• 管理部

• 大阪支店

• 営業部

• 業務管理部

• 運用管理部

労働安全委員会

京阪神
事業本部

• 人事部

• 法務コンプライアンス室

• 財務経理部

• 情報システム室

• 総務部

広報室

39

2. 組織体制（2023年4月1日時点）

• 教育研修事業部

• 相続あんしんサポート㈱

• 業務管理部

• クロスボーダーM&A事業部

DX推進事業室

営業統括部

• 投資事業部
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3. 国内外の拠点展開

盛岡出張所

東北（仙台）支店

郡山事業所

東京本社

大阪支店

京都支店神戸支店

広島支店

浜松事業所

名古屋支店

九州（福岡）支店

熊本事業所

岡山事業所

●山田コンサルティンググループ拠点

●当社子会社

Spire Research and Consulting Pte Ltd.拠点

●合弁会社

MCY Capital LLC

国内

アメリカ（ロサンゼルス）

中国（上海）

インド（グルグラム）

ベトナム（ホーチミン、ハノイ）タイ（バンコク）

マレーシア
シンガポール

インドネシア（ジャカルタ）

海外

国内は主要都市に拠点があり、海外ではアジアを中心にグローバルに展開

韓国

（ダラス）
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4. グローバル・ネットワーク －各提携先の位置づけと特徴－

中国

ベトナム

シンガポール

インドネシア

マレーシア

タイ

ロサンゼルス

当社及び当社子会社Spireの拠点あり（ ）
海外提携先拠点のみ（ ）

インド

2019年度より世界100カ国以
上をカバーする、独立系か
つトランザクションに強い
弁護士ネットワークに加盟。
各国における法務DD、トラ
ンザクション対応が可能。

北京大成（上海）律師事務所
中国最大の法律事務所。法務DD、撤
退時の労務対応など幅広く連携。
上海外聯発商務諮詢有限公司
国有企業傘下の上海市政府系のコン
サルファームで、各種登記、貿易・
通関コンサルなどが強み。中国企業
とのネットワークが豊富。
SUNRISE ORIENTAL CAPITAL
中国をベースに活動するM&Aファー
ム・ファンドで、日中企業のM&Aや
提携などで幅広く連携可能。

China

Partners

ASIA

Partners

Spire（アジア各国）
新興国市場に強みを持つ市場調査会社。現
地パートナーとのマッチング支援も対応。
TOYO Business（タイ）
タイ事業の安定経営、トラブル未然防止の
仕組み作りをワンストップで支援可能。
ZICO Holdings （アジア各国）
弁護士法人母体のコンサルファーム。セル
サイドFA、バイサイドFA、上場支援が対
応可能。
Japan Asia Consultants（インドネシア）
インドネシア進出及び進出後のあらゆるご
相談に対応可能（会計・税務・人事労務・
VISA申請等）。

EUROPE

AMERICAS

Partners

Takenaka Partners
米国におけるセルサイドFA、バイサイド
FA、財務・ビジネスのDD対応が可能。
MCY Capital LLC
山田コンサル、丸紅、Crow Holdingsが
JVを設立し、米国賃貸住宅投資に係る不
動産アセットマネジメントサービスを提
供。
CLAIRFIELD
欧州・米州・豪州・南米におけるセルサ
イドFA・バイサイドFA対応が可能。

海外に進出している日系企業に対して、提携先ネットワークとともにシームレスな対応が可能

MCY

ダラス韓国
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5. 事業領域

各分野のプロフェッショナル集団が連携を取り合い、現場主義によるサービスを実践

机上の空論に終わらぬ課題解決を追求し、お客様の成長を多方向からワンストップでサポート

投資事業

M&A
コンサルティング

事業承継
コンサルティング

事業再生
コンサルティング

IT戦略&デジタル
コンサルティング

海外ビジネス
コンサルティング

組織人事
コンサルティング

持続的成長
コンサルティング

不動産
コンサルティング

教育研修コーポレート・
ガバナンス

コンサルティング

投資運用サービス
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6. 広報活動の状況

当社の認知及び信頼を獲得すること目的

認知拡大のための広報活動

月刊金融ジャーナル

2023年5月号：
2023年度版「主要18業種分析目利きのポイント」

▼6業種7ページ
鉄鋼・非鉄金属、宿泊、外食・飲食サービス、リサイクル・
産業廃棄物、パチンコ・娯楽、学習支援・塾

日刊工業新聞
2023年1月より1年間隔週連載：
「中小・中堅 鉄鋼・非鉄経営の最前線」

病院羅針盤
2023年4月号より1年間毎月連載：
「病院マネジメントメソッド 経営ツール・手法の活用」

◼ビジネス誌・業界専門誌、業界紙への寄稿

◼広告出稿

日本経済新聞
海外セミナー告知掲載
2023年3月29日全国版 13面半五段掲載
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6. 広報活動の状況 ①セミナー開催

セミナー内容 開催地

5月 その不動産有効活用は大丈夫？知っておきたい成功ポイント オンライン

5月 中国でのM&A「売却」成功のポイント オンライン

5月 ベトナムの「流通」と「物流」の現状と市場参入のポイント オンライン

5月 【緊急企画】製造拠点として注目されるベトナム最新情報 オンライン

7月 コロナ禍における中国の産業動向とM&A オンライン

7月 DXの失敗しない進め方 仕事のデジタル化とデータ活用 オンライン

7月 ウィズコロナ時代に急成長するベトナムのヘルスケア市場 オンライン

9月
不動産の有効活用を成功に導く！
賃貸用建物の建築時におけるハウスメーカー選び10か条

オンライン

9月 日本企業とタイ企業その関係の新たな局面 オンライン

9月 経済成長を続けるベトナムで今、注目の産業とM＆A オンライン

10月 成功事例から学ぶ米国におけるM&A オンライン

10月 M&Aを活用した中国への進出・事業拡大の要点 オンライン

11月
～大切な資産を守り抜くために～
次世代のためにどう遺す？今すべき不動産有効活用とは

オンライン

11月 BtoCビジネスを成功に導く今こそ知りたい中国市場攻略法 オンライン

1月 不動産市況の変化に対応する！今すべき資産防衛策とは？ オンライン

1月 アフターコロナで活発化する根強い人気市場「ハワイ」の今 会場・ｵﾝﾗｲﾝ

2月 CBD(カンナビジオール)を活用したビジネスの最新情報 オンライン

3月 ベトナムで拡大する若年層の消費とビューティー産業 オンライン

海外・不動産をテーマにしたWEBセミナーを中心に、毎月定期的に開催

申込者数・参加者数過去最多、問い合わせや案件成約につながっている

その他今後のセミナー情報は当社公式HPよりご確認いただけます

2023年3月期のセミナー開催状況 計18回開催 2024年3月期の開催・開催予定セミナー

セミナー内容 開催地

4月 正しい手法を知って選択！実例に学ぶ不動産活用術 オンライン

4月 ゼロコロナ政策後の中国事業見直し・撤退のポイント オンライン

5月
コロナ後のベトナムで変わる食生活「食品・外食市場」
への影響

オンライン
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6. 広報活動の状況 ②海外レポート 「海外コンサルティングの現場から」

5月 経済成長を続けるベトナム。日系企業進出のヒントを紹介

5月 インドネシアの新首都移転について

6月 海外市場調査。失敗しない海外進出のイロハ

6月 どこが変わる？日本企業のハラル認証申請

6月 タイの食肉加工品市場の概要、コロナによる影響と今後の動向まで

6月
中国のZ世代を中心に拡大する男性用化粧品市場の動向と
主要ブランド

7月 上海ロックダウンが消費者行動に与える影響

8月 タイの廃棄物管理、再利用率向上の背景と今後の動向

8月 タイで急成長するインターネット動画配信サービス

9月 東南アジアで薄まる日本企業の存在感

10月 中国におけるタンパク質系食事代替品業界の動向

10月
海外現地起点のサステナビリティ成長戦略
～東南アジアのサステナブル・テクノロジーの事業機会～

2023年3月期に掲載したレポート 計19件掲載

海外レポートを月に2～3本定期的に発信

海外駐在員が現地最新情報・調査結果等、ビジネスのヒントをお届け

その他海外レポートは当社公式HPよりご確認いただけます

11月 タイの産業用・医療用大麻の規制に関する最新情報 2022年9月版

11月
温室効果ガス排出量削減に向け、モーダルシフトに取り組むタイの
動向

12月 中国人の消費行動調査結果～下沈市場の特徴と消費行動特性～

12月
米国が国内生産へ舵を切った
世界で注目を高める半導体業界について

2月
タイで拡大するゲーム市場！
テクノロジーの進化やeスポーツの拡大が成長を後押し

2月
バンコク首都圏の住宅市場、
人気の郊外低層住宅と中国人が買いあさるコンドミニアム

3月 インドネシアでごみの回収・再資源化の動き
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ご留意事項

⚫本資料で記述されている業績予想並びに将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した予想であり、

潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は記述されている

将来見通しとは大きく異なる結果となることがあることをご承知置き下さい。

お問い合わせ先

山田コンサルティンググループ株式会社

2023年5月11日

IR担当（経営企画室／財務経理部）

ml-ir@yamada-cg.co.jp

mailto:ml-ir@yamada-cg.co.jp

